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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第20期

第３四半期
累計期間

第21期
第３四半期
累計期間

第20期

会計期間
自 2021年４月１日
至 2021年12月31日

自 2022年４月１日
至 2022年12月31日

自 2021年４月１日
至 2022年３月31日

売上高 (千円) 1,410,426 1,482,605 1,973,334

経常利益 (千円) 200,986 237,552 276,454

四半期(当期)純利益 (千円) 111,367 197,134 169,272

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － －

資本金 (千円) 761,085 762,524 761,496

発行済株式総数 (株) 1,952,100 3,909,800 1,952,900

純資産額 (千円) 3,052,326 3,233,104 3,110,932

総資産額 (千円) 4,252,063 4,456,457 4,331,540

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 28.98 51.22 44.04

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) 28.96 51.22 44.01

１株当たり配当額 (円) － － 40

自己資本比率 (％) 71.78 72.55 71.82

　

回次
第20期

第３四半期
会計期間

第21期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 2021年10月１日
至 2021年12月31日

自 2022年10月１日
至 2022年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 23.37 11.28

(注)1. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。

　 2. 当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。第20期の期首に

　 当該株式分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益、潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益を算定しております。なお、１株当たり配当額につきましては、当該株式分割前の実際の配当

金額を記載しております。

　 3. 第20期の１株当たり配当額40円には、上場15周年記念の記念配当10円を含んでおります。

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、前事業

年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（1）経営成績の分析

当第３四半期累計期間における当社の主要顧客である電子部品業界は、最終製品の需要減少等の影響で、スマー

トフォン向けやPC向け等の分野において供給過多の状況が継続しております。車載向けや生産機械向け等の一部の

分野において供給不足の状況が残っているものの、業界全体としては景気後退の基調に突入しており、先行き不透

明感が深まりつつあります。

このような状況の中当社は、６月および12月に当社の主力製品であるSX-Meisterの新バージョンをリリースし、

アナログ半導体向けの設計自動化機能等の機能拡張を行いました。7月にはFPD（Flat Panel Display）向けにおい

て、最新のアルゴリズムを導入した高精度・高速解析ツールを開発しました。製品の販売促進活動においては、11

月にハイブリッド形式で「JEDAT Solution Seminar」を開催して、各製品の最新情報や将来計画等の発表を行いま

した。またデバイス設計受託やソフトウェア設計受託等のソリューションビジネスにおいては、高まる需要に柔軟

に対応した結果、売上が順調に推移しました。更に海外市場向けの販促活動においては、堅調な投資活動の影響で、

売上を伸ばすことができました。

こういった活動の結果、売上高が14億82百万円（前年同四半期比5.1%増）となり、営業利益は２億３百万円（前

年同四半期比22.5%増）となりました。経常利益は、助成金収入に加えて円安による為替差益等を計上したことによ

り、２億37百万円（前年同四半期比18.2%増）となり、四半期純利益は外国税額控除を適用したこと等により、１億

97百万円（前年同四半期比77.0%増）となりました。

（売上高）

当第３四半期累計期間における種目別の売上高は、前年同四半期と比較して製品及び商品売上高は56百万円

（6.9%）増加し８億65百万円、サービス売上高は15百万円（5.1%）増加し３億12百万円、ソリューション売上高

は0.9百万円（0.3%）増加し３億４百万円、合計で72百万円（5.1%）増加し14億82百万円となりました。市場別で

は、前年同四半期と比較して半導体市場の売上高は29百万円（3.0%）増加し10億36百万円となり、液晶等のFPD市

場の売上高は42百万円（10.5％）増加し４億46百万円となりました。

（売上総利益）

当第３四半期累計期間における売上原価は、前年同四半期と比較して18百万円（3.8%）増加し５億円となり、

その結果、売上総利益は53百万円（5.8%）増加し９億82百万円となりました。

（営業利益）

当第３四半期累計期間における販売費及び一般管理費は、前年同四半期と比較して16百万円（2.1%）増加し７

億78百万円となりました。販売費及び一般管理費の主要なものは、給料及び手当２億55百万円（前年同四半期比

3.1%減）、研究開発費２億36百万円（前年同四半期比5.4%減）であります。

以上の結果、営業利益は37百万円（22.5%）増加し２億３百万円となりました。

（経常利益）

営業外収益は、前年同四半期と比較して0.1百万円（0.3%）減少の34百万円となりました。営業外収益の主要な

ものは、助成金収入20百万円（前年同四半期比0.4%増）及び為替差益14百万円（前年同四半期比232.3%増）であ

ります。営業外費用は0.8百万円（前年同四半期は０百万円）となりました。

以上の結果、経常利益は36百万円（18.2%）増加し２億37百万円となりました。
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（四半期純利益）

税引前四半期純利益は、２億37百万円（前年同四半期比18.2%増）となりました。法人税、住民税及び事業税と

して39百万円（前年同四半期比68.6%減）、法人税等調整額を１百万円加算（前年同四半期は34百万円の減算）し

たことにより、四半期純利益は、85百万円（77.0%）増加し１億97百万円となりました。

（2）財政状態の分析

（資産の部）

総資産は、前事業年度末と比較して１億24百万円（2.9%）増加し44億56百万円となりました。内訳として流動

資産は１億円（2.5%）増加し41億56百万円、固定資産は24百万円（9.0%）増加し３億円となりました。

流動資産が増加した主な要因は、現金及び預金が１億38百万円（4.0%）増加し35億94百万円となったことによ

るものであります。固定資産が増加した主な要因は、無形固定資産が17百万円（295.8%）増加し23百万円になっ

たことによるものであります。

（負債の部）

負債合計は、前事業年度末と比較して２百万円（0.2%）増加し12億23百万円となりました。内訳として、流動

負債は前事業年度末と比較して５百万円（0.4%）増加し12億19百万円、固定負債は前事業年度末と比較して２百

万円（41.4%）減少し３百万円となりました。流動負債が増加した主な要因は、未払法人税等の計上がなかった

（前事業年度末は66百万円）一方で、前受金が１億56百万円（18.7%）増加し９億89百万円となったことによるも

のであります。固定負債の内訳は、資産除去債務３百万円であります。

（純資産の部）

純資産は、前事業年度末と比較して１億22百万円（3.9%）増加し32億33百万円となりました。純資産が増加し

た主な要因は、利益剰余金の増加１億20百万円（8.1%）によるものであります。

なお、自己資本比率は前事業年度末の71.8%から72.5%となりました。

（3）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社における事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

（4）研究開発活動

当第３四半期累計期間において、当社における研究開発活動の状況に重要な変更及び新たに生じた活動はあり

ません。なお当第３四半期累計期間における研究開発費の総額は、前年同四半期と比較して13百万円（5.4%）減

少し２億36百万円であります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において 経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 7,800,000

計 7,800,000

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2022年12月31日)

提出日現在発行数(株)
(2023年２月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,909,800 3,909,800
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数
100株

計 3,909,800 3,909,800 ― ―

（2）【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（4）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

2022年10月１日～
2022年12月31日

― 3,909,800 ― 762,524 ― 893,075

（5）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（6）【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式）

普通株式 60,400
― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 3,848,900 38,489 ―

単元未満株式 普通株式 500 ― ―

発行済株式総数 3,909,800 ― ―

総株主の議決権 ― 38,489 ―

(注) 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(2022年９月30日)に基づく株主名簿による記載をしております。

② 【自己株式等】

2022年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式）
株式会社ジーダット

東京都中央区湊一丁目１
番12号

60,400 ― 60,400 1.5

計 ― 60,400 ― 60,400 1.5

(注) 当社は、単元未満自己株式72株を保有しております。

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(2022年10月１日から2022年12月

31日まで)及び第３四半期累計期間(2022年４月１日から2022年12月31日まで)に係る四半期財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。

３．四半期連結財務諸表について

当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2022年３月31日)

当第３四半期会計期間
(2022年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,456,311 3,594,937

受取手形及び売掛金 367,870 306,663

電子記録債権 186,072 189,821

仕掛品 3,049 475

原材料 1,411 1,059

その他 41,180 63,123

流動資産合計 4,055,895 4,156,081

固定資産

有形固定資産 45,238 38,129

無形固定資産 6,046 23,929

投資その他の資産

投資有価証券 108,472 116,797

繰延税金資産 69,006 67,585

その他 46,882 53,933

投資その他の資産合計 224,360 238,316

固定資産合計 275,645 300,375

資産合計 4,331,540 4,456,457

負債の部

流動負債

買掛金 107,503 61,064

未払法人税等 66,332 －

賞与引当金 87,563 47,571

前受金 833,280 989,450

その他 119,619 121,565

流動負債合計 1,214,298 1,219,652

固定負債

資産除去債務 6,310 3,700

固定負債合計 6,310 3,700

負債合計 1,220,608 1,223,352

純資産の部

株主資本

資本金 761,496 762,524

資本剰余金 892,415 893,443

利益剰余金 1,485,548 1,605,776

自己株式 △28,639 △28,639

株主資本合計 3,110,820 3,233,104

新株予約権 111 －

純資産合計 3,110,932 3,233,104

負債純資産合計 4,331,540 4,456,457
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
　至 2022年12月31日)

売上高 1,410,426 1,482,605

売上原価 481,798 500,170

売上総利益 928,627 982,434

販売費及び一般管理費 762,348 778,680

営業利益 166,279 203,754

営業外収益

受取利息 25 31

為替差益 4,365 14,508

助成金収入 19,970 20,058

投資事業組合運用益 10,322 －

その他 23 0

営業外収益合計 34,706 34,599

営業外費用

投資事業組合運用損 － 801

その他 0 0

営業外費用合計 0 801

経常利益 200,986 237,552

特別利益

新株予約権戻入益 － 39

特別利益合計 － 39

税引前四半期純利益 200,986 237,592

法人税、住民税及び事業税 124,284 39,037

法人税等調整額 △34,666 1,420

法人税等合計 89,618 40,457

四半期純利益 111,367 197,134
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【注記事項】

(会計方針の変更)

（時価の算定に関する会計基準の適用指針の適用）

　 「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第31号 2021年６月17日。以下「時価算定

　 会計基準適用指針」という。）を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準適用指針第27-2項に定

　 める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定める新たな会計方針を将来にわたって適用すること

　 といたしました。なお、当第３四半期累計期間における財務諸表への影響はありません。

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

減価償却費 12,194千円 17,173千円

(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月16日
定時株主総会

普通株式 38,434 20 2021年３月31日 2021年６月17日 利益剰余金

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は当該
　 株式分割前の配当額を記載しております。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。

　

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2022年６月15日
定時株主総会

普通株式 76,906 40 2022年３月31日 2022年６月16日 利益剰余金

（注）当社は、2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っておりますが、上記は当該
　 株式分割前の配当額を記載しております。なお、１株当たり配当額の内訳は、普通配当30円00銭・上場15周年
　 記念配当10円00銭です。

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

３．株主資本の著しい変動

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

当社は、EDAソフトウェア開発・販売コンサルテーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

当第３四半期累計期間(自 2022年４月１日 至 2022年12月31日)

当社は、EDAソフトウェア開発・販売コンサルテーション事業の単一セグメントであるため、記載を省略しており

ます。

　 (収益認識に関する注記)

顧客との契約から生じる収益を収益認識の時期別、及び収益の内容別に分解した情報は以下の通りであります。

前第３四半期累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年12月31日）

(単位：千円）

製品
売上高

保守サービス
売上高

ソリューション
売上高

合計

一時点で移転される財又はサービス 808,981 － 303,936 1,112,917

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

－ 297,508 － 297,508

顧客との契約から生じる収益 808,981 297,508 303,936 1,410,426

外部顧客への売上高 808,981 297,508 303,936 1,410,426

当第３四半期累計期間（自 2022年４月１日　至 2022年12月31日）

(単位：千円）

製品
売上高

保守サービス
売上高

ソリューション
売上高

合計

一時点で移転される財又はサービス 865,160 － 304,871 1,170,032

一定の期間にわたり移転される財又は
サービス

－ 312,572 － 312,572

顧客との契約から生じる収益 865,160 312,572 304,871 1,482,605

外部顧客への売上高 865,160 312,572 304,871 1,482,605
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 2022年４月１日
至 2022年12月31日)

(1)１株当たり四半期純利益 28円98銭 51円22銭

(算定上の基礎)

四半期純利益(千円) 111,367 197,134

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益(千円) 111,367 197,134

普通株式の期中平均株式数(株) 3,843,453 3,848,433

(2)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 28円96銭 51円22銭

　(算定上の基礎)

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 921 677

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

（注）2022年４月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行ったため、前事業年度の期首に当該株式

　 分割が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益を算定してお

　 ります。

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2023年2月8日

　株 式 会 社 ジ ー ダ ッ ト

取 締 役 会 御中

有限責任監査法人 ト ー マ ツ

東 京 事 務 所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 沼 田 敦 士

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 森 竹 美 江

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジーダッ

トの2022年4月1日から2023年3月31日までの第21期事業年度の第3四半期会計期間（2022年10月1日から2022年12月31日ま

で）及び第3四半期累計期間（2022年4月1日から2022年12月31日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対

照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジーダットの2022年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第3四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなか

った。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」

に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監

査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関

する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビ

ュー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が

認められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められない

かどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事

項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監

査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は

継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準

に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表

の表示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる

事項が認められないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要

な発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管しております。

　 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2023年2月9日

【会社名】 株式会社ジーダット

【英訳名】 Jedat Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 執行役員 松 尾 和 利

【最高財務責任者の役職氏名】 該当なし

【本店の所在の場所】 東京都中央区湊一丁目１番12号

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長執行役員松尾和利は、当社の第21期第３四半期（自 2022年１０月1日 至 2022年１２月31日）

の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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